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2014年 7 月時点で最高裁に係属中であり、未だ決着がついていない（第 1 審
は、名古屋池判平成25年 8 月 9 日判時2202号68頁、第 2 審は、名古屋高判平





















































































法38条の 2 第 3 項）、さらにその報告を受けたうえで、患者の入院の必要性
が継続しているかどうかを審査会に諮ることが認められている（同38条の 3
第 5 項）。いま、ひとつは、全ての精神科病院の管理者に、長期任意入院患


































（Deprivation of Liberty Safeguards, 以下 DoLS とする）」に関する諸規定
が参考になるものと思われる。
　DoLS は、病院又はケアホームにおいて、欧州人権条約（Convention for 
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　DoLS は、2007年精神保健法（Mental Health Act 2007）によって、2005






（European Court of Human Rights、以下、人権裁判











































































































































































も、適用されうるかということについて争われたのが、R v Bournewood 






































































































































　 1 　R v Bournewood Mental Health NHS Trust, Ex p. L (1997) EWCA 














tensive Behavioral Unit, IBU）に移された。このとき、Ｌは完全に従順
（fully compliant）であって、再入院に抵抗しなかった。そのため、医師ら














































































　1998年 6 月25日、貴族院の法廷（ゴフ裁判官（Lord Goff）、ロイド裁判
官（Lord Lloyd）、ノラン裁判官（Lord Nolan）、スタイン裁判官（Lord 
Steyn）、ホープ裁判官（Lord Hope）の 5 名で構成される）は、全員一致
で、Ｌに対する抑留は、必要性の原則によって、正当化されうるとして、上









ることが、重要である」（at 486 F）。「1983年法131条 1 項に基づいて非強制
患者としてなされたＬの再入院は、不法監禁を構成しない。そのようなＬの
再入院は自由の剝奪とならない。…Ｌは、施錠された施設に閉じ込められて































































































　HL 事件判決では、 5 条 1 項に関連して、⑴Ｌが、1997年 7 月22日から同
年10月29日まで受けていた「法外入院」は、「自由を剝奪する行為」に該当
するか、⑵当該法外入院は、「法律に定める手続きによって」、「合法」に行
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　（ 1 ）Ｌの自由は剝奪されていたか
　人権裁判所は、次の理由から、Ｌは、条約 5 条 1 項に定める自由の剝奪を
受けていたと判断した。①「貴族院判決は、抑留の有無に関する問題を、条





















た lockable』かは、決定的ではない」（at para 92）。
　以上の基準に従って、「当裁判所は、Ｌが、条約 5 条 1 項における『自由
の剝奪』を受けていたと、結論する」（at para 94）。
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　（ 2 ）抑留は 「法律に定める手続きによって｣、 「合法的」 に行われていたか。
　人権裁判所は、「Ｌは、拘禁を正当化する種類又は程度の精神障害を患っ
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自由の剝奪を防止することができず、条約 5 条 1 項の実質的な目的に合致し
ないと判断した。
　（ 3 ）条約 5 条 4 項が規定する要件を満たす審査手続を有するか
　手続的保護の欠如は、さらに、条約 5 条 4 項の問題を提起する。


































































































































































































5 条違反が争われたのは、1977年 7 月29日～1979年 4 月 5 日（第一次収容）、


























































































































　まず、精神障害を理由とする抑留が、条約 5 条 1 項に反しないためには、
当然、被抑留者が「精神障害者」であることが必要である。






































































































間隔をおいた上で （at reasonable intervals） の審査が保障される必要がある。
　（ 2 ）抑留が長期または無期におよぶ場合
　1971年、抑留をうけた浮浪者の条約上の権利をめぐる事件において、人権
裁判所は、条約 5 条 4 項について、次のように説示した。「条約 5 条 4 項の
目的は、…抑留されている者に対して、その者が、現在受けている措置の合
法性について、司法の監督を受ける権利を保障することであるのは、明らか









































　条約 5 条 4 項は、「裁判所」に対して、「抑留が合法的であるかどうか」を









　 5 条 1 項において、精神障害者の抑留が合法的であるとされるためには、
客観的な医学の専門的知識に基づいて、被抑留者が抑留を正当化する精神障
害を有することが証明されなければならない（前節（ 1 ）参照）。したがっ
て、条約 5 条 4 項は、患者の障害が現在も継続しているかどうかを審査する
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　条約 6 条 1 項は、「全ての者は、その民事上の権利および義務の決定のた
めまたは刑事上の罪の決定のため、法律で設置された独立の公平な裁判所に
より妥当な期間内に公正な公開審理を受ける権利を有する」と規定する。人



























イギリスの「自由剝奪セーフガード（DoLS）」規定の導入（2007 年）に  　　 
影響を与えた欧州人権裁判所の法理（橋本）　3389













































































































































（ 7 ）改善命令を受けた日から 5 年を経過していない又は、 5 年経過しても、なお改
善されていないと認められない者。




（10）1950年11月 4 日調印、1953年施行。条約 5 条は、何人も恣意的な形でその自由
が奪われないことを保障する規定である（Council of Europe, “Guide on Article 
5 Right to Liberty and Security Article 5 of the Convention”, (2012), para 1. 
Available at <http://www.echr.coe.int/Documents/Guide_Art_5_ENG.pdf> 
[2014/4/24]）。条文は、後掲注（17）を参照。
（11）アルコールまたは薬物依存を除く、あらゆる精神障害または精神遅滞をさし、
学習障害者も含まれるとされる（Ministry of Justice, “Mental Capacity Act 2005 
Deprivation of Liberty Safeguards Code of Practice to supplement the main 










（13）Ministry of Justice, DoLS Code of Practice, op. cit., note (11), para 1.7.








（17） 5 条 1 項「…何人も、次の場合において、かつ、法律で定める手続きによらな
















（20）1983年法の強制入院には、検査のための入院（ 2 条）、治療のための入院（ 3
条）、緊急入院（ 4 条）、任意入院患者の強制入院（ 5 条）がある。
（21）1959年法 5 条 1 項に規定。1983年法制定時、文言の修正を受けることなく131条
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（22）HL v UK, op. cit., note (16), para 52.
（23）保障される主要な手続きとしては、以下のものがあげられる。①厳格な入院要
件（1983年法第 2 編）、②特定の治療の実施に対する要件（同第 4 編）、③精神保健
審判所（Mental Health Review Tribunal）による抑留継続の必要性の審査（第 5






％であったが、1970年には 6 ％までに減少した（DHSS, Better Services for the 
Mentally Ill (Cmnd. 6233), (1975)）。




全な場所に閉じ込められるか、鎖でつながれうる。」とした（Report of the Royal 
Commission on the Law relating to Mental Illness and Mental Deficiency 1954-




（27）Ibid, paras 200 and 202.























（36）Re C (Mental Patient: Contact) [1993] 1 FLR 940; Cambridgeshire County 
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（40）X v United Kingdom (no. 7215/75; 5 November 1981), para 17.
（41）Halsbury’s Laws of England, op. cit., note (39), para 56.
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